研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　　職　種　社会復帰指導員　氏　名　向　奈津美

	期　　間　　平成21年　3月　4日　～　平成21年　3月　6日

	出張目的　心理教育・家族教室ネットワーク第12回研究集会（滋賀大会）　

	出 張 先　ピアザ淡海（滋賀県立県民交流センター）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察

　心理教育とは、ただ知識を提供して理解を促すことだけを指すことではない。治療者は知識を提供したうえで、「頭ではわかるけれど、受け入れられない」「気持ちがついていかない」といった当事者・家族の声に耳を傾けていく。援助者が注目していくのは、当事者・家族が「何を理解しているか」ではなく、「どのように体験しているか」ということである。そして援助者だけではなく同じ境遇の人と関わることで、「やれそうだ」と感じられるようになることが必要である。そういった気持ちを当事者や家族が持っていけるような様々な取り組みが、本研究会では活発に報告されていた。

　従来、心理教育といえば統合失調症当事者・家族のものが中心であったと記憶しているが、心理教育の方法論は、いまや認知症、発達障害、ひきこもりなどの支援にも使われるようになり、病院や施設だけではなく、地域や産業メンタルヘルスの現場へと広がりを見せている。本会で報告された中には、臨床と地域での取り組みの協働から生まれたものも多くあり、それは、狭い中で細々と考えすぎてた私たちの発想を、とても自由にしてくれた。視点の広がりが生まれたところで、では医療法人青仁会において何ができるのか考えたとき、充足しすぎているくらいの豊富な資源があるにもかかわらず、それが一連の流れとしてつながれていない課題がみえてきた。「初回入院は病院で」「再発予防は地域で」といったような、機能を分けて実施していきながら、一連の流れをつなげていく役割をとる人材が必要であると感じた。また本学会では主に医師が「実践者」として講演発表をおこなっていた。やはりチーム医療の中で中心となる医師が、心理教育の中において単なる「講師」や「お客様」になってしまうのではなく、旗振り役となることが、プロジェクト運営に重要な意義をもたらすと考える。

2009年3月5日

＜基調講演＞

「心理教育の切り開いた地平」新潟大学医学部保健学科　後藤雅博氏

「心理教育：ふかまる協働、ひろがる裾野」　湖南病院　三輪健一氏

　基調講演では、心理教育の基本的な考え方と、そのエッセンスとして大切な「エンパワメント」「コラボレーション」というキーワードを中心に、「治療とは協働作業である」ということが繰り返し語られていた。心理教育によって切り開かれたのは、一方的な援助や治療ではなく、双方向の作業を生み出したという認識が、この二人の講演から十分に伝わるものであった。医師が積極的にこういった取り組みに参加するということが、とても重要であるということも語られた。広がりを見せる地域での心理教育、また急性期でおこなうことの重要性など、「ひろがる裾野」には、まだまだ多くの可能性があることが示唆された。

＜シンポジウム１＞

　「認知症治療・ケアにおける心理教育の役割」

　　・子供たちへの心理教育と地域啓発　いつだって心は生きている　～大切なものをみつけよう～

　　　　大牟田市認知症ケア研究会　大谷るみ子氏

・認知症患者への心理教育―外来アクティビティと『物忘れカフェ』　

医療法人藤本クリニック　藤本直規氏　奥村典子氏

　　・ケアスタッフに対する心理教育　松本診療所／大阪人間科学大学　松本一生氏

　大谷氏の発表は、絵本というツールを使って、地域の子供を巻き込んでの心理教育がおこなわれていた。活動をしているうちに、心理教育や地域福祉活動が自然とできていく、そんな取り組みであった。子供たちが持つ、豊かな発想、純粋な気持ちが不思議と周囲の大人を巻き込んで動かしていく。そんなダイナミックな展開が生まれていることが、いきいきと伝わってきた。藤本氏の「物忘れカフェ」という斬新なネーミングの活動は、「認知症」という進行性の病について、患者さんや家族だけではなく、援助者がともに向き合える「場」となっていると感じた。人として尊厳を保った生き方が、自分の選択ができるということが許される場はそう多くない。「心理教育」という枠組みを超えたものになっているように感じられた。松本氏の発表は、診療所のオーナーとして自分の体験をもとにしたものであった。ケアスタッフは心身相関と身体感覚への気付きがあまりなく、徒労感、罪責感が募りやすくなっているため、スタッフへの心理教育を通じて、情報伝達だけではなく負担共有ができていく。またそれが虐待の防止にもなるという。それぞれに斬新で、これからの高齢者ケアの広がりを生き生きと感じることができた、3人の演者の発表に対して、フロアからは質問や感想が活発に述べられ、会場は高揚した雰囲気に包まれた。その中で、印象に残った言葉は、司会者がまとめた言葉の中で「人間の中には光と影、アンビバレンツなものが常にある。それを支えていくことが心理教育かな」というものであった。「心理教育」という言葉では片付けられない、深い障害理解、人間理解が必要になることを感じた。

＜研修セミナー＞

　「うつ病の心理教育：当事者から家族まで」　高知大学　下寺信次氏、藤田博一氏、諸隈一平氏

　

　高知大学においておこなわれている、当事者と家族のそれぞれに、構造的なうつ病の心理教育を実践している3人の演者(医師)が、それぞれの取り組みを発表した。その内容は、大学病院の取り組みらしく、多くの尺度を使って評価しエビデンスを示そうとしており、実施した内容の中に特に興味を惹かれるようなことはなかった。フロアとの意見交換の際に、実施してみての質的な部分について質問が挙がり、発表内容を補うものとなった。実施してみての感想として延べられていたことは、薬物を自分で調整している人が多いということである。症状の再燃を繰り返すことが、自分の心身にどのような影響を及ぼすかなども含めて教育が必要となり、ただ単に服薬のコンポライアンスを遵守させようとするだけでは不十分である。また、家族は励ましが禁物とわかっていても、励ましてしまいがちである。そして家族自身が、本人にどんな言葉掛けをしてよいかわからず、聞きたいことを聞けないということを訴えている家族も多いとのことであった。「わかっていても…難しい」というところでの葛藤を、どのように支えていくかが鍵となる気がした。

2009年3月6日

＜大会長講演＞

　「生物学的精神医学の最前線」　滋賀医科大学精神医学講座　山田尚登氏

　講師が繰り返し述べていたのは、「心理教育による介入は心理学的であるとともに生物学的である」というフレーズである。そしてうつ病は、「脳の疾患であるとともに身体疾患である」と述べている。身体のコントロールが必要となり、特に太りすぎが原因で、良質な睡眠をとれていない場合、睡眠と生活習慣が改善されると、精神症状も改善されると報告されていた。またうつの前駆症状、再発サインとして睡眠障害は出てくるなど、心理教育の内容にさらに生物学的根拠を重み付けされたような講演内容であった。

＜教育講演＞

　「サイコオンコロジー：がん医療における心の医学」　

国立がんセンター東病院臨床開発センター　精神腫瘍学開発部　内富庸介氏

　国民の2人に1人はがん体験をして、3人に1人はがんで生を終える。近年、がん患者自分のがん体験を公にして語る人々が増えているが、その闘病生活は「急峻な川下り」と例えられ、診断名がついたとたん「ある種過剰な援助と躁的な入院生活」となる。社会的な死を経験しており、このような社会的文脈で苦痛を理解する、援助技能が強く望まれている。欧米ではがんのあと、うつになる人が減ってきており、日本もAA(アルコホーリクス・アノニマス)を参考にした、サポート・グループがおこなわれはじめていたりと、がん患者への心のケアは始まったばかりである。オランダは安楽死の希望が法的に認められているが、患者が死を希求する理由は疼痛ではなく、他者に依存する苦痛や自立性の喪失であることが明らかになっている。イギリスでは自分の治療について多くの疑問や質問など専門的なことも知りたいと患者が要望することもあるようだが、日本では、治療の内容はそれほど質問されず、その後のケアについての質問が多い。また「質問を促して欲しい」という要望が多いという。お国柄もあるとは思うが、医療者と患者との関係がどのようなものであるかによって、患者が望むものも変わってくると考える。まずは、医者－患者が協働して治療に臨めるような、医療者側への心理教育や、スキルを高める研鑽が必要になることを感じた。

＜シンポジウム2＞

　「統合失調症当事者への心理教育：今後の展開へ向けて」

・当事者への心理教育の現状と課題　久留米大学医学部神経精神医学講座　内野俊郎氏

・当事者への心理教育の実際　滋賀県立精神医療センター　大門一司

・当事者の立場から　当事者(滋賀県)

　心理教育を臨床現場で実施していくことの必要性について、「できれば実施するべきだ」というコンセンサスが得られているが、どのような効果があるのか。統合失調症の患者とその家族に向けての心理教育を実施して、エビデンスに示されたもの、示されないものを踏まえて、心理教育の実際と、現状の課題についてそれぞれの演者から述べられた。効果として確実にあるのは、知識度が向上することである。そして再入院率も低下しており、これだけでも実施する価値はあると考えられる。しかし知識がつくからといって病識が備わるとは言い難い。またアドヒアランスを獲得するにも、心理教育だけでは不十分である。日本は欧米に比べて1クールの実施回数が少ないため、繰り返し行う事も必要ではないかという議論もある。どの程度行えばよいのか、効果の持続性などに関しての調査はこれからの課題である。フロアとの意見交換の中で、「べてるの家」のような当事者主体モデルが今後のスタンダードになっていくのだろうか？という質問が出てきており、演者やフロアの参加者を巻き込んでの活発な意見交換がなされた。peer to peerの心理教育は既にドイツで実践されて実績を挙げており、日本でも「家族による家族のための家族心理教育」がおこなわれ、実践例がみられ始めている。そういった活動を、専門職がどうやってサポートしていったらよいのかという、フロアからの質問に、司会の遊佐安一郎氏から、スタッフと当事者とコラボレーションするということは、当事者主体で運営を行ない、困ったらさっとでてくるチームワークが必要になるのではないかという意見が示唆された。心理教育についてのエビデンスから具体的な事例を交えて、これからのモデルとなる展望も議論できた、内容の充実したシンポジウムであった。

＜分科会＞

　「心理教育普及ツールキットプロジェクトの今後の展開」　

· 大石英之　小曽根病院

· 中西正史　大阪府立精神医療センター

· 稲垣貴彦　滋賀医科大学付属病院精神科神経科

· 寺北大介　松籟荘病院

心理教育普及ツールキットプロジェクトに参加した、各病院(上記)での取り組みの実際が報告された。心理教育を導入・定着していくには、病院内の治療システムの変更や地域との連携の強化が必要であり、個人の判断だけで取り組めるものではない。ツールキットは心理教育を医療機関にスムーズに導入・定着させることができるように作成されたものである。各病院からは、導入にあたっては有志の会を発足させて発展させたボトムアップ方式、院内委員会として組織化させたトップダウン方式など、それぞれの実情にあった方法で導入させていた。共通していたのは、どのように定着させていくかというところも模索である。発起人がどのような職種であれ、定着させていくには他職種との連携が必然となる。ただプログラムとしてだけ定着させても意味がなく、心理教育の中心的な「エンパワメントモデル」の視点、解決ではなく抱えていける障害受容グループとして機能することの必要性など、質の面を充実させていくことも挙げられた。また診療報酬がないことにより、採算がとれない奉仕的な仕事になることで、協力者が集まりにくいことも問題として挙げられた。しかし、ツールキットが手に入ることにより、何から取り掛かればよいのか、明確でわかりやすく、立場の違う各職種がグループで取り掛かるには、共有できる情報として、大変有用であると考える。当院でも、このようなツールキットが手に入れば、スムーズに導入することが期待できる。
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